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1. 背景 
 

シリアの人道危機は 2021 年 3 月で 11 年目を迎えた。シリア危機は、体制派、反体制諸派、クルド人勢力、アル・カ

ーイダ系組織、そして「イスラム国」（いわゆる ISIL）といった国内諸アクターと、これらを取り巻く諸外国（ロシア、トルコ、イラ

ン、欧米諸国、サウジアラビア、イスラエルなど）がシリアを舞台に複雑に共闘・敵対を繰り返すことにより、解決の糸口の

見えない混沌状態を長らく極めてきた。 

2018 年後半から 2019年前半にかけては諸外国の利害関係が拮抗し、各国・各派の勢力図が 1 年以上変わること

のない膠着状態が続いていたが、2019年 10月にトランプ政権により北東地域からの米軍撤退が表明されると、トルコ軍

は北東部のクルド人勢力（北・東シリア自治局）が実行支配する地域への大規模な軍事作戦を実行、これにより当該

地域の情勢は大きく転換した。同年 12 月には、ロシアの支援の下、シリア政府軍が反体制派の最後の拠点となってい

るイドリブ県およびアレッポ県西部への空爆を再開、この破壊的な攻撃により約 96 万人の民間人が家を追われ新たな

国内避難民となった。反体制派を支援するトルコ政府が攻撃の中止を求めたが、シリア政府軍は北上を続け次々と町

を掌握、2020 年 1 月中旬以降、トルコ政府はシリア政府軍に対抗すべく、トルコ政府の実効支配地域周辺への爆撃

やイドリブ県への侵攻など関与を強めた。さらに 2 月下旬、シリア政府軍によるイドリブ県の空爆でトルコ軍兵士 34 人が

死亡したことを受けてトルコ政府軍が攻撃を強めたことから、戦況は悪化した。翌 3 月にはロシアとトルコとの間で停戦が

合意され、主要幹線道路をロシアとトルコによる共同警備することが決まったが、その後もシリア政府軍と反体制派の衝

突は各地で継続している。 

上記のように、シリアは依然として世界最大かつ最も複雑な人道上の危機的状況下にあり、いまだ約 1,340万人が人

道支援を必要としている1。この数字は 2020 年と比較すると 21%増加しており2、長引く紛争の影響に加え、レバノンの経済

危機および諸外国からの制裁による経済活動と復興の停滞、シリア・ポンド価値の急速な下落、食料や燃料価格の高騰等

により、人口の 6 割が食料危機に瀕し、9 割が貧困ラインを下回るなど、新型コロナウイルス感染症拡大とあいまって、紛争勃

発以降最悪の社会経済状況にある3。 

シリアにおける COVID-19 感染状況は、累計陽性者 24,659 人、死亡者 1,793 人であり4、他国と比較すると低い数

字ではあるものの、検査数の不足や検査体制が十分でないこと、感染者への偏見があること、通院や検査に対して消

極的な傾向があることから実態は確認されている数字よりも遥かに多いと予想され、予断を許さない。医療従事者の発

症が急増していることに加え、9 月に学校が再開されたことにより、学生や教職員の間でも感染が大幅に増加している5。

感染拡大が顕著な北西部では、保健当局が、病院、保健センター、保健ワーカーへの追加支援を呼びかけ、市場の閉

鎖や対面授業の中止などの予防措置がとられている6。また北東部では、一時的に店舗の営業時間の短縮や集会の禁

止などの措置を、中部や南部でも公的施設でのマスク着用や感染拡大予防対策の実施を促すなどの対策がとられてい

る7。 

長期化する紛争により経済が崩壊しつつある中で、COVID-19 感染拡大は社会経済に大きな影響をもたらし、シリア

の経済は前例のない不況を経験している。2020 年 8 月に実施した COVID-19 の社会経済的影響評価では、シリア政

1 UNOCHA, 2021 Humanitarian Needs Overview: Syria Arab Republic, May 2021, P3.  
2 UNOCHA, 2021 Humanitarian Needs Overview: Syria Arab Republic, May 2021, P7. 
3 WFP シリアおよび UNDP シリア事務所職員への聞き取りにより基づく（2021 年 4 月 21 日） 
4 WHO, COVID-19 Dashboad Syria Arab Republic, Accessed on 8 June, 2021. 
5 OCHA, SYRIAN ARAB REPUBLIC: COVID-19 Humanitarian Update No. 22 As of 23 December 2020, 23 Dec. 2020, P1-2. 
6 OCHA, SYRIAN ARAB REPUBLIC: Recent Developments in Northwest Syria No. 22 As of 18 November 2020. 18 Nov. 2020, P2. 
7 OCHA, SYRIAN ARAB REPUBLIC: COVID-19 Humanitarian Update No. 22 As of 23 December 2020, 23 Dec. 2020, P2-3. 

https://reliefweb.int/sites/reliefweb.int/files/resources/syria_2021_humanitarian_needs_overview.pdf
https://reliefweb.int/sites/reliefweb.int/files/resources/syria_2021_humanitarian_needs_overview.pdf
https://covid19.who.int/region/emro/country/sy
https://reliefweb.int/sites/reliefweb.int/files/resources/Syria_COVID-19_Humanitarian%20Update_No%2022_23Dec2020_FINAL.pdf
https://reliefweb.int/sites/reliefweb.int/files/resources/nw_syria_sitrep22_20201120.pdf
https://reliefweb.int/sites/reliefweb.int/files/resources/Syria_COVID-19_Humanitarian%20Update_No%2022_23Dec2020_FINAL.pdf


府支配地域で 20 万〜30 万人の雇用が完全に失われ、中小企業の 15％が倒産し8、また多くの家族が依存している

外国に住む親族からの送金が最大 50 パーセント減少したと推定されている9。加えて、国境の封鎖、移動の制限、公共

サービスの低下、学校や職場の閉鎖、医療サービスの質と量の低下、およびシリア・ポンドの下落による物価の上昇や物

資・燃料不足が更なる人道危機を招いており、脆弱な人々の生命維持にかかるニーズや尊厳のある生活の維持・回復

へのニーズは昨年よりも高い傾向にある。 

多くの人々が日常生活を脅威に晒されており、保護や食糧、水・衛生、医療、教育等あらゆる分野における喫緊の

支援が求められているが、必要とされている支援の充足率は 50％を下回り、依然として先行きの見えない深刻な人道

危機の状況が続いている。 

 

 

 

2. シリア国内情勢 

2.1. シリア北西部（主にイドリブ県、アレッポ県の一部地域） 

2.1.1. 情勢分析 

 反体制派勢力が支配する最後の砦となったシリア北西部では、2020 年 3 月にロシア政府とトルコ政府が停戦に合意

して以来、周辺地域での大規模な武力衝突は減少傾向にある。しかし、イドリブ県の前線付近では、未だ反体制派勢

力とシリア政府軍の軍事衝突が散見され、同地域とシリア政府の支配地域を結ぶ 2本の幹線道路 M4 と M5の周辺地

域に暮らす約 40 万人への影響が危惧されている10。トルコ軍は、2020 年 10 月に、シリア政府軍管理側にある旧前線

沿いに展開していた監視拠点から撤退したが、現在の前線および M4 付近に新たな監視拠点を再展開しており、同地

域での軍事的な影響力を強化している11。 

 一方、トルコの実効支配下にあるアレッポ県北部では、引き続き IED（即席爆発装置）等を使用した爆弾テロ事件が

続いていることに加え12、反体制派勢力間の武力衝突が治安上の懸念となっている。 

 また、北西部においても、シリア・ポンドの暴落が人々の生活に甚大な影響を与えており、社会経済状況の悪化による

治安状況への影響が懸念事項である。 

 国連機関によるトルコからの越境支援の延長は、2020 年 7 月に安保理決議第 2533 号により採択された13。採択の

過程でロシアと中国が拒否権を行使したため採択が遅れ、国連による食料や医薬品の支援活動が一時中断された上、

1 年間の延長が認められたのはイドリブ県へのアクセスポイントとなるバーブ・アル・ハワ国境のみで、アレッポ県北部へのア

クセスポイントのバーブ・アッサラーム国境は認められなかった14。2021 年 7 月以降もトルコからの越境支援活動が認めら

れるかどうかは、シリア情勢への関与をもくろむロシアや中国などの意向に左右される。 

8 OCHA, SYRIAN ARAB REPUBLIC: COVID-19 Humanitarian Update No. 22 As of 23 December 2020, 23 Dec. 2020, P3 

9 OCHA, SYRIAN ARAB REPUBLIC: COVID-19 Humanitarian Update No. 22 As of 23 December 2020, 23 Dec. 2020, P3 

10 OCHA, Syrian Arab Republic: Recent Developments in Northwest Syria Situation Report No.25 as of 26 February 2021, P.2 

11 INSO, INSO Syria Quarterly Report 1 January – 31 March, Q1 2021, P.6 

12 INSO, INSO Syria Quarterly Report 1 January – 31 March, Q1 2021, P.18 

13 UN Security Council, Resolution 2533, 13 July, 2020 

14 UN News, BREAKING: Security Council extends for one year, lifesaving cross-border aid to Syria, 11 July, 2020 

https://reliefweb.int/sites/reliefweb.int/files/resources/Syria_COVID-19_Humanitarian%20Update_No%2022_23Dec2020_FINAL.pdf
https://reliefweb.int/sites/reliefweb.int/files/resources/Syria_COVID-19_Humanitarian%20Update_No%2022_23Dec2020_FINAL.pdf
https://reliefweb.int/sites/reliefweb.int/files/resources/nw_syria_sitrep25_20210226.pdf
http://unscr.com/en/resolutions/doc/2533
https://news.un.org/en/story/2020/07/1068181


2.1.2. 人道スペース上の課題 

北西部では、未だ約 270 万人の国内避難民が長期に渡る避難生活を強いられており、その支援ニーズは甚大であ

る。2020 年 3 月までに約 96 万人に及ぶ新規国内避難民の移動があったうえに、7 月以降は COVID-19 感染拡大に

よる脅威にさらされ、様々な分野で支援が行き届いていない状態が続いている。このような状況下で、治安状況を注視

しながら人々の命を繋ぐ人道スペースを確保し、支援を滞りなく進める必要がある。特に COVID-19 感染拡大予防のた

めに、当局による道路封鎖や検問、支配地域入域前に PCR 検査の陰性証明が求められるなど移動規制が課せられ

ることもあり、状況の迅速な把握と適切な安全対策が必須となっている。 

イドリブ県中部以北では Hay'at Tahrir al-Sham（HTS）が支配勢力となって以来、同勢力の政治部門である

National Salvation Government（NSG）が行政機関として設置され、事業の実施に関する調整は、NSG もしくはその傘

下の地域評議会が行っている。しかし、NSG が行う高等教育への介入や物品やサービスに対する課税施行等に対し住

民から不満が上がっていること、NSG や地域評議会が支援内容や実施方法に介入して裨益者選定に圧力をかける可

能性もあり、支援に偏りが生じる懸念がある。最近では、NSG のイスラム原理主義に反する行為に対する告発等があり

NSG による人道支援活動への妨害が続くなど支援実施にも影響が出ている。 

一方、アレッポ県北部地域は、トルコが支援するシリア暫定政府（Syrian Interim Government：SIG）の下にあるが、

実際にはトルコの実効支配下にありトルコ政府との調整が不可欠となっている。そのため、活動の実施においては、トルコ

政府への団体登録が必要となっている。 

また、北西部では、空爆や武装勢力間の衝突、IED 等を使った爆弾テロなどにより、2020 年 1 月から 2021 年 2 月

にかけて、平均で毎月１人の NGO 関係者が命を落としている15。加えて、HTS の治安部隊や武装勢力等による NGO

関係者の不当な拘束も発生しており、引き続き不安定な治安情勢が人道支援を実施する上での深刻なリスクとなって

いる。 

シリア北西部の情勢が今後更に悪化すれば、現在比較的治安が安定している地域においても、HTS とその他の武装

勢力との衝突や、国境周辺地域の治安の不安定化等が懸念されるようになり、これらの状況を適切に監視しつつ人道

スペースを確保していくことが必須となってくる。 

 

2.2. シリア北東部（デリゾール県、ハサカ県、ラッカ県の一部地域） 

2.2.1. 情勢分析 

シリア東部に位置するデリゾール県は、現在、ユーフラテス川の東側をクルド人勢力、西側をシリア政府が支配してい

る。シリア政府支配地域側では、イラン革命防衛隊（IRGC）が、人道支援や開発支援の提供を通じて、イラクと陸路で

つながるアブカマル国境付近を中心に地域コミュニティへの影響力を強めている。これに対し、アブカマル国境を抑えて同

地域まで影響力を拡大させたいロシア政府も地域コミュニティへの関与を増しており、同地域を巡ってイラン政府とロシア

政府の緊張が高まる可能性が指摘されている。また、デリゾール県全体では、残存する「イスラム国」（ＩＳIL）によるシリア

政府軍などを狙った攻撃が 2020 年 5 月までは増加傾向にあったが、COVID-19感染拡大以降は減少している。しか

し、経済危機や生活状況悪化に起因する犯罪や抗議デモが発生している16。 

  ラッカ県およびハサカ県では、クルド人勢力、トルコ政府、ロシア政府、シリア政府など様々な勢力との間で緊張状態

が続いており、突発的な衝突が起きている。特に、ラッカ県エインイッサはクルド人勢力の管理下にあるものの、エインイッ

サ近郊地域はシリア政府とクルド人勢力の共同統治下にある他、ロシア政府軍が駐屯し、アメリカ政府軍も活動してい

15 USAID, Syria – Complex Emergency, 30 April, 2021, P.3 

16 INSO, INSO Syria Report Issue 149, 17 December 2020 

https://reliefweb.int/sites/reliefweb.int/files/resources/2021_04_30%20USG%20Syria%20Complex%20Emergency%20Fact%20Sheet%20%236.pdf


ることから高い緊張状態が続いている。さらにエインイッサは幹線道路 M4 沿いにあることから、トルコ政府軍と SDF の間

で衝突が起きている。2019年 10月 22日にロシアとトルコ間で締結された停戦合意にてトルコ政府支配地域となったハ

サカ県ラスアルアインやタルタメルで、散発的にトルコ軍とシリア民主軍（Syrian Democratic Forces：SDF）の衝突が起き

ている他、2021 年 4 月にはハサカ県カーミシュリーでシリア政府軍とクルド勢力の衝突が発生し緊張状態が高まってい

る。また、アル・ホール国内避難民キャンプでは、2021年に入って、ISIL 関係者の逮捕や殺人・暴力事件が増加してお

り、ISILの活動の活発化が懸念されている。 

2.2.2. 人道スペース上の課題 

シリア北東部では、2020年 1 月 10 日に可決された国連安保理決議第 2504号により、国連によるイラクからの越

境支援の実施が廃止となったため17、その後の北東部への支援供給ラインはダマスカスからに変更している。しかし、「必

要な人道支援が、政治的理由や武装勢力間の緊張の高まりによって 2020 年 6 月以降複数回にわたって届けられな

かったように、ダマスカス経由の支援では不十分である」と国連は指摘している18。また、一般の人々には規制がかかるた

め、活動の実施方法を変更する等の対応が必要となることが予想される。 

クルド人勢力地域でも、2021 年 3月から 4月にかけて COVID-19感染者数が急増し、ロックダウンが敷かれているた

め、人道支援活動にも影響が出ることも予想される19。また北東部全域で、シリア・ポンドの下落と物価の高騰などの経

済危機によって人々の生活状況が悪化し、経済的理由による犯罪や燃料および公共サービスの不足に対する抗議デモ

が発生している20。これらの状況がさらに悪化した場合、活動の一時停止や中止などの判断が必要になる可能性があ

る。 

2.3. シリア中部・南部・西部（主にダマスカス県、ダマスカス郊外県、ホムス県、ダルアー県、スウェイダ県、ハマ県、アレッ

ポ県、クネイトゥラ県、タルトゥース県の一部地域） 

2.3.1. 情勢分析 

2019年 12月にイドリブ県東部とアレッポ県西部の一部でシリア政府支配となった21地域を含め、2021年 6月現在、

シリア中部・南部・西部地域はシリア政府の支配下に置かれているが、不安定な治安情勢が続いている。ハマ県北部や

ホムス県東部の砂漠地帯では、シリア政府軍やロシア軍を狙った ISIL による襲撃が散発し、シリア政府軍とロシア軍によ

る対 ISIL武力攻撃がとられている。ダマスカス郊外県やクネイトラ県、またタルトゥース県などでは、イスラエル軍によるシリ

ア政府軍およびイラン軍やヒズボラの軍事施設を狙った攻撃が起きている。さらに、ダマスカス郊外県西部、ダルアー県と

スウェイダ県では、元反体制派関係者とシリア政府軍、またシリア政府軍間の衝突が頻発し、誘拐や暗殺といった事件

も起きている。政治面では、2021 年 5 月 26日には大統領選挙が実施された。それに先立って元反体制派関係者とシ

リア政府軍間の衝突が続くダルアー県やスウェイダ県では治安の安定を図ろうとロシア軍が仲介する動きも見られた22もの

の、両県だけでなくアレッポ県でも、政府や選挙実施に抗議するデモやストライキが行われ、選挙当日には投票所の攻

17 UN News, Security Council Beats Midnight Deadline, Renew Syria Cross-border Aids in Contentious Vote, 10 January 2020 

18 Reliefweb, If Syria's Key Players Remain 'More Invested in Conflict Management Than Conflict Resolution', Fighting Could Last 

Generations, Envoy Tells Security Council, 26 May 2021 

19 https://reliefweb.int/sites/reliefweb.int/files/resources/WFP-0000127765.pdf 

20 Kurdistan 24,Following protests, Kurdish-led authorities in northeast Syria overturn fuel price increase,19 May 2021 

21 OCHA, Recent Developments in Northwest Syria - Situation Report No. 9 - As of 26 February 2020, 27 February 2020, OCHA 

22 MC HAT, MC HAT Weekly Report 23-29 April 2021, April 2021, P.3-4 
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https://reliefweb.int/report/syrian-arab-republic/if-syrias-key-players-remain-more-invested-conflict-management-conflict
https://reliefweb.int/sites/reliefweb.int/files/resources/WFP-0000127765.pdf
https://www.kurdistan24.net/en/story/24536-Following-protests,-Kurdish-led-authorities-in-northeast-Syria-overturn-fuel-price-increase
https://reliefweb.int/sites/reliefweb.int/files/resources/Recent%20Developments%20in%20Northwest%20Syria%20-%20Situation%20Report%20No.%209%20-%20As%20of%2026%20February%202020.pdf


撃も起きた23242526。5 月 28日に現大統領の再選が確実との選挙結果が出された後も、特にシリア南部では不安定な

情勢が続いている27。 

経済危機とそれに伴う治安の悪化も懸念されている。2020年 6 月の米国による経済制裁（シーザー・シリア市民保

護法）の実施およびシリア周辺国の経済悪化の影響を受け、シリア国内ではシリア・ポンドの下落と物価の上昇が続いて

おり、ダルアー県、スウェイダ県、ダマスカス県およびダマスカス郊外県はじめ各地で生活苦を訴え、政府に広まる汚職を理

由に大統領の辞任を求める小規模なデモが繰り返されている28。人々の購買力が落ちこんでいる中、政府によるパンの

配給も十分でなく、燃料の不足等も相まって人道状況の深刻化および犯罪増加による治安の悪化が懸念される2930。 

 

2.3.2. 人道スペース上の課題 

アレッポ県の政府支配地域側を含む中南部の多くの地域では比較的情勢は沈静化しているものの、ハマ県北部やホ

ムス県東部の砂漠地帯で ISIL による散発的な襲撃とシリア政府軍およびロシア軍による対 ISIL武力攻撃が、ダルアー

県とスウェイダ県においては、元反体制派とシリア政府軍間の衝突、双方の関係者を狙った誘拐や暗殺事件が発生して

おり、一部地域において支援団体スタッフの移動や支援実施の安全確保に課題があるほか、経済状況の悪化による犯

罪の発生件数が増加傾向にある。 

行政との調整では、政府支配地域内にて活動について、活動内容の認可、提携する現地団体、外国人職員の滞

在等の様々な側面で承認・許可の取得などが人道支援団体に課せられ、場合によっては相当の時間を要す等、手続

きの煩雑さによって人道支援の基本原則に基づく活動が制限されている。またシーザー・シリア市民保護法やシリア中央

銀行に対する追加経済制裁によって、物資の輸入の他、迅速かつタイムリーな人道支援資金の送金が難しくなっている

31。さらに、シリア政府は一般市民に対する監視体制を強化しており、異なる治安部隊による検問や恣意的な逮捕、強

制徴兵も報告されている。 

 

2.4. 人道スペース上の課題への対応・実施体制およびモニタリング 

シリアにおける人道支援は、地域ごとに情勢が大きく異なり、今なお複雑かつ見通しが不透明な状況が続く地域もあ

る。各援助実施団体は、支援を必要とする人々へのアクセスを確保し、人道原則を順守しながら確実に支援を届けるこ

とが求められている。現地支配勢力の圧力や介入を回避し、公立性を担保し事業実施を行うため、シリア国内事業実

施団体は、原則として以下の方針に則り、援助活動を実施する。 

⚫ 国連やセクターグループ等との情報共有、地域評議会、現場のセクター別組織との調整、連携を行い、登録、認

可等のプロセスを守ることによって、現地支配勢力からの介入のリスクを予防する。 

⚫ 治安状況、現地情勢に関わる情報を入手し、変化するニーズを把握し、状況の変化への準備と対応を行い、効

果的な事業展開に努める。 

⚫ 喫緊のニーズに応じた支援を届けるために、事業実施経験が豊富な団体との連携によって事業を実施する。 

⚫ 第三者モニタリングを通じて、人道原則を順守した事業の実施を確保する。また、資金規模により第三者モニタリン

グの実施が困難な場合には、団体のモニタリング・評価、アカウンタビリティ制度を適切に確立する部分的な第三者

モニタリングの導入などを図り、公立性、適切性を確認していく。 

23 INSO Syria Report Issue 159 Country Summary 01-15 May, May 2021, P.4 
24 AP, Syrians Vote in Election Certain to Give Assad New Mandate, 26 May 2021 
25 MC HAT, Weekly Report 21-28 May 2021, May 2021, P.2-3 
26 INSO, INSO Report SYR South Multiple Governorates: GoS Presidential Elections, 28 May 2021 
27 UNDSS, Daily Security Information Report #20210530, 30 May 2021  
28 Aljazeera, Protest in southwest Syria against faltering economy, corruption, 7th June 2020 
29 INSO, INSO Syria Report Issue 149, 17 December 2020 
30 UNDSS, Weekly Security Information Report #20201231, P.12 
31 OCHA, 2021 Humanitarian Needs Overview: Syrian Arab Republic, March 2021, P.12 
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https://www.aljazeera.com/economy/2020/6/7/protest-in-southwest-syria-against-faltering-economy-corruption
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2.4.1. シリア北西部： 

シリア北西部地域では、国際連合人道問題調整事務所（OCHA）が分類している人道支援アクセスに対する 9 つの

制約32の中でも、4.人道支援を妨害する軍事行動、6.人道支援活動への介入、7.地雷、爆発物の存在、8.環境におけ

る物理的障壁など多くの制約が支援の実施を阻んでいるが、以下のような対策を講じ、人道スペースにおける課題を特

定、影響を最小限とするため対処している。 

⚫ 現地提携団体の選定にあたっては、組織ガバナンスや事業実績等を含めた人道支援対応能力の事前調査を十

分踏まえ、現地提携団体を選定する。 

⚫ 対象地を選定する際に、同地域を支配する勢力等から受ける可能性のある圧力や介入の前例の有無についての

調査や裨益者の選定基準の明示、事業の趣旨を理解し協力する旨を文書にて取り付ける等の対応を可能な限

り取り、不当な介入・干渉および支援の偏重防止に努める。 

⚫ シリア国際 INGO フォーラム（Syria International INGO Regional Forum：SIRF）や支援団体組織に影響を及ぼす

可能性のある問題を監視し対処する OCHAのワーキンググループ（Access Working Group：AWG）等に参加し、他

の国際 NGOや現地 NGO パートナーと広範囲に調整・協力を進め NGO間のメカニズムを活用して対処する。 

これまで当該地域では、トルコ等周辺諸国に拠点を置く現地団体との提携を通しシリア国内に人道スペースを確保し

支援を届けてきた。2020 年 7 月 11 日の国連安保理決議第 2533 号により可決した国連機関によるバーブ・ハワー国

境通行所を経由したトルコからの越境支援が 2021年 7月 10日に期限を迎え、再活性化の議論も進められているもの

の、先行きの不透明な状況にある。世界食糧計画（WFP）をはじめとする国際機関も、越境支援が認められなかった場

合に備えた見直しや対応も検討を進めており、これらの支援団体間の調整を行い、支援が滞ることのないよう対応してい

く。 

 

2.4.2. シリア北東部： 

トルコとの国境に近い、シリア北東部のハサカ県の中心都市カーミシュリーは、北西部のアレッポ県とを結ぶ M4 がシリア

政府と北・東シリア自治局によって共同統治されている。同地域では、シリア政府軍の他に、ロシア軍、トルコ軍、アメリカ

軍などが複雑に駐留していることから、治安の悪化が懸念されている。同地域において戦闘が生じた際には、スタッフの安

全を優先し、国連やセクターと共に人道スペースと治安の状況を見て事業の実施または継続を判断する。 

北東部での支援実施にあたっては、北東部で活動している支援団体で構成された North East Syria Forum（NES 

Forum）および各ワーキンググループと調整・連携し、効果的な支援の実施に努める。また、地域に根差したネットワークを

持ち、国連機関が支援を届けることが難しい地域にアクセスできる強みを持つ団体と連携することで、効率性と事業の効

果を高める。また、シリア周辺国にて提携団体と打ち合わせの機会を設け、事業の運営や予算管理を共に行うとともに、

シリアにおける人道支援のノウハウを共有し合い、より有意義な支援実施体制を構築する。 

 

2.4.3. シリア中部・南部・西部： 

必要に基づき公平に事業地および裨益者を選定するため、独自のネットワークを有し、支配勢力に関わらず地域に

根差した支援活動を実施できる強みのある宗教系団体等との連携にてシリア国内での事業を実施する。提携団体は、

組織ガバナンスや事業実績等の人道支援対応体制や能力を精査して選定する。また、継続的な提携団体の能力分

析・評価の実施、さらに第三者モニタリングを活用して人道支援原則の徹底や汚職の防止に留意し、質の高い効果的

な支援を実施する。これらの取り組みにより、当該地域における人道スペースの継続的な確保を目指す。 

 

32 OCHA, Access Monitoring & Reporting Framework  

https://www.humanitarianresponse.info/sites/www.humanitarianresponse.info/files/documents/files/OCHA_Access_Monitoring_and_Reporting_Framework_OCHA_revised_May2012.pdf


3. 2020年度のプログラム成果および振り返り 
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4.  これまでの JPFによる支援実績 



5.  重点目標 

上記、「1. 背景」に記載の通り、シリア国内において、紛争の影響により今なお多くの人々が尊厳ある生活を営む権

利を失い、もしくは損ない、自力による生活再建が困難な状況にあり、また COVID-19の影響により、その脆弱性を一

層高めている。これに対応するため JPF は、人道支援の基本原則に則り、また、国際社会のシリア国内支援方針と足

並みを揃え、下記の 4 点を本プログラムの重点目標とする。 

2020  

重点目標 重点目標内容 

１ 
新型コロナウイルス感染拡大防止

とリスク軽減、および感染症拡大

による社会経済等への影響緩和

に資する支援を展開する 

新型コロナウイルス感染拡大を防止しリスクを軽減する支援活動、および

感染症拡大による社会経済等への影響の緩和に資する支援活動を実

施する。特に、避難民キャンプや人口密度の高い居住区、衛生環境の

整備されていない地域等、最も感染が拡大し易い環境にある地域を見

極め、そこに居住する脆弱性の高い人々へ必要な支援を確実に届ける。 

２ 
人々の命を守り、尊厳のある生活

を維持・回復する支援を展開する 

長引く紛争の影響に加え、COVID-19 やシリア・ポンドの下落の影響によ

り、生命維持にかかるニーズが高まりを見せていることに鑑み、最も脆弱性

の高い人々の命を守り(Life-Saving)、尊厳のある生活を維持・回復する

(Life-Sustaining)支援を、速やか且つ柔軟におこなう。 

３ 
人々の自力による生活再建を後

押しする支援を展開する 

シリアの人道危機は 2021 年 3 月で 11 年目を迎え、シリア国内では

人々の生命維持にかかる喫緊ニーズへの対応に加え、中長期的な視点

に立った支援が求められている。長期化した人道危機（Protracted-

Humanitarian Crisis）状況における支援であることに鑑み、紛争や 

COVID-19 の直接的・間接的な影響下にある人々が自らの力で生活を

再建できるように、避難先・帰還先において、生活再建を可能にする支

援や、基礎サービスへのアクセスを改善する支援をおこなう。 



４ 
国連機関や諸外国政府の目の

行き届かないニーズに対応する支

援を展開する 

シリア特有のコンテクストにおいて、また限られた資金規模の中で、JPF 加

盟団体による人道支援の有意性を最大化させるために、国連機関や諸

外国政府等の支援スキームやアプローチでは対応できない人々や地域、

分野におけるニーズを見極め、JPF 加盟団体ならではのきめ細かな、かつ

脆弱層のニーズに丁寧に対応した支援をおこなう。 

 

 

 

 

 

 

 

2021

重点目標 重点目標内容 

１ 
深刻化および複層化した人道危

機を鑑み、人々の喫緊の人道ニ

ーズを満たす支援を展開する 

シリア国内の状況は、長引く紛争の影響に加え、レバノンの経済危機およ

び諸外国からの制裁による経済活動と復興の停滞、シリア・ポンド価値の

急速な下落、食料や燃料価格の高騰等により、支援を必要とする人々

(People in Need)の数が 1 年間で 20%増加し、人口の 6 割が食料危機

に瀕し、9 割が貧困ラインを下回るなど、新型コロナウイルス感染症拡大

とあいまって、紛争勃発以降最悪の社会経済状況にある。深刻化・複層

化したリスクの影響下にある人々およびコミュニティの、生命維持にかかる

ニーズがこれまで以上の高まりを見せていることを鑑み、最も脆弱性の高

い人々の命を守り(Life-Saving)、尊厳のある生活を維持・回復する

(Life-Sustaining)支援を、速やか且つ柔軟におこなう。 

２ 
膨大な人道ニーズを鑑み、可能

な限り人々やコミュニティの自力に

よる生活再建を後押しする支援

を展開する 

急速に悪化・複層化しつつある喫緊の人道ニーズを満たす短期的・対処

的な支援が求められているとともに、膨大な人道ニーズに対し、限られたリ

ソースを有効かつ効率的に活用するための、中長期的・戦略的な支援が

求められている。このようなシリアの現状とシリア国内支援にかかる国際的

潮流を鑑み、住居や学校、病院等の復旧を含むインフラ面での支援や、

生計手段の回復や能力強化等、人々およびコミュニティが自らの力で生

活を再建・維持できるように、中長期的な裨益が考慮された支援を可能

な限り推し進めていく。 

３ 
国連機関や諸外国政府の目の

行き届かないニーズに対応する支

援を展開する 

シリア特有のコンテクストにおいて、また限られたリソースの中で、JPF 加盟

団体による人道支援の有意性を最大化させるために、国連機関や諸外

国政府等の支援スキームやアプローチでは対応できない人々や地域、分

野におけるニーズを見極め、JPF 加盟団体ならではのきめ細かな、かつ脆

弱層のニーズに丁寧に対応した支援を可能な限り推し進めていく。 



コンセプトノート審査に際しての優先事項（2020 年度補正予算）  

1. 申請団体の当該国における他ファンドの獲得状況と活動方針 

2. 新型コロナウイルス感染症拡大防止および感染症拡大による社会経済等への影響の緩和に資する支援である 

3. 最も感染が拡大し易い環境における、最も脆弱性の高い人々を対象にした支援である 

 

コンセプトノート審査に際しての優先事項（2021 年度当初予算）  



1. 申請団体の当該国における他ファンドの獲得状況と活動方針 

2. 人々の命を守り、尊厳のある生活を維持・回復する支援 

3. 人々やコミュニティの自力による生活再建を後押しする支援 

4. 一定程度の外部性（独立性）の要素が担保されたモニタリング体制 

5. 国連機関や諸外国政府等の支援スキームやアプローチでは対応できない人々や地域、分野を対象とした支援 

 

 

7.  地域別支援計画 

     

7.1 シリア北西部 

シリア北西部で支援を必要とする人の数は 330 万人にのぼる33。シリア北西部における COVID-19 の感染者数は、

昨年末頃をピークに減少に転じたが、感染拡大がもたらした社会経済状況への影響は大きく、長引く人道危機により疲

弊した人々の生活を更に苦しいものとしている。経済状況の悪化の中でも、特にシリア・ポンドの下落による物価上昇の

影響は大きく、例えば食料バスケットの価格は 2013 年以降最も高くなっており、人道危機前の 29 倍となっている34。収

入や生計手段を失い、購買力が下がっている中で食料などの生活必需品を入手することが困難になっており、食料支

援へのニーズは依然として高い。北西部で同支援を必要とする人の数は 310 万人である35。こうした食料不足の状況が

続けば、死亡率の上昇といった短期的、また、身体的・精神的な健康状態の悪化といった長期的な影響が生じる懸念

も示されている36。 

さらに外出の自粛および制限、生計手段の喪失、支援へのアクセス制限などの影響により、児童婚や家庭内暴力、

性的暴力、経済的暴力など、あらゆる種類のジェンダーに基づく暴力(GBV)が深刻化しており37、例えば保護リスクに係

る国内避難民が直面しているケースの 68%、またホストコミュニティのケースの 62%が 18 歳以下の児童婚と最も高い数値

となっている38。ジェンダー不平等や差別により女性や女児は特に脆弱性が高く、収入を得る手段や必要な支援へのアク

セスも非常に限られていることから非常に高い脅威にさらされている。 

また、北西部地域では、大規模な国内避難民の流入や軍事衝突による慢性的な水衛生インフラの不足状態が継

続している。中でも上下水道の整備が十分に行き届いておらず、稼動している水道設備は、イドリブ県では 209ヵ所の内

125 ヵ所(65%)、アレッポ県では 241 ヵ所の内 136 ヵ所(56%)のみである。また、稼働していたとしても、両県ともにその内

15％ほどの設備では塩素消毒が行われておらず、安全な水へのアクセスが確保されていない39。同地域では、リーシュマ

ニア症など水由来の感染症がシリア国内で最も多く発生しており40、WASH のニーズも極めて高い。 

 

活動方針・支援計画 

[食料安全保障と農業(Food Security and Agriculture)セクター] 

33 Food Security Cluster, Insights on Northwest Syria - Issue 6 
34 OCHA, 2021 Humanitarian Needs Overview: Syrian Arab Republic, May 2021, P.11 
35 Food Security Cluster, Insights on Northwest Syria - Issue 6 
36 OCHA, 2021 Humanitarian Needs Overview: Syrian Arab Republic, May 2021, P.29 
37 OCHA, 2021 Humanitarian Needs Overview: Syrian Arab Republic, May 2021, P.59 
38 REACH, NORTHWEST SYRIA: MULTI-SECTORAL RAPID NEEDS ASSESSMENT: Focused on recent displacement in northwest Syria, March 

2020, p.7 
39 OCHA, Syrian Arab Republic Recent Developments in Northwest Syria Situation Report No.26 -As of 26 March 2021, March 2021, P.7 
40 OCHA, Syrian Arab Republic Recent Developments in Northwest Syria Situation Report No.26 -As of 26 March 2021, March 2021, P.8 
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北西部のイドリブ県では 86％が、アレッポ県では 59.1%が十分な食料を得られていない。同地域における食料のサプラ

イチェーンは、2020 年に発生した軍事衝突によって農地が破壊・制限されたことや、適切な農耕技術や農薬等の資源

の欠如のため十分に機能しておらず、食料価格の上昇にも拍車がかかっている41。そのような状況で、人々は、栄養価が

低く安価なものを購入する、食料の購入のため借金をする、食事の量や回数を減らすといった負の対処法を取ることを

強いられている42。北西部の国内避難民世帯のうち 53％が食料を購入するため、月の平均収入の 4-5 倍の借金を抱

えている43。こうした状況に対応すべく、国内避難民およびホストコミュニティへの食料支援を行う。 

 

[保護（Protection）セクター] 

 長引く人道危機、物価の高騰、COVID-19 の影響により、高齢の女性、離婚を経験した女性、寡婦などはさらに厳し

い生活を強いられ、経済的困窮や生計手段の欠如などから、児童婚や家庭内暴力などのGBVのケースの増加が確認

されており、特に女性や女児は心身共にこれまで以上に高い保護リスクに晒されている。必要な支援へのアクセスも限ら

れている。こうした状況に対応すべく、特に脆弱性の高い女性・女児を主な対象とした相談サービスの提供、衛生用品を

含む尊厳回復キット等の配布を行うと同時に、国内避難民およびホストコミュニティの男女を対象に GBV 予防啓発活

動を行う。 

また、シリア北西部地域においては、12 歳以上の国内避難民の 40％以上が何らかの障害を抱えており44、74％の世

帯が一人以上の障害者とともに生活している45。彼らは支援や情報へのアクセスを十分に持たず、例えば、COVID-19に

ついては、障害者のいる世帯のうち、キャンプ外で 70％、キャンプ内で 59％が何の情報も受けとれなかったと回答している

46。様々なサービスへのアクセスが困難となっており、個別支援を含む医療支援が喫緊の課題とされている47。このような

状況に対応するため、十分な医療を受けられていない障害者を抱える世帯に対して、リハビリテーションやカウンセリングを

含む個別支援活動を行う。 

 

[水と衛生（WASH）セクター] 

北西部において安全な水へのアクセスは難しく、特にキャンプに住む IDP の 70%は毎日のトラックによる水の配布に頼っ

ている48。夏に向けて水の需要が増大していく中、極めて不安定な状況下に置かれている。水や衛生用品関連の購入

にあてるのは世帯収入の 5%を超えるべきではないとされているが、イドリブ県においては、それを大きく上回る 13%がそれら

の購入にあてられている49。安全な水へのアクセスや清潔な衛生環境を確保するため、トイレの設置や水の配付活動等

を実施する。 

 

[生計向上（Livelihoods）セクター] 

特に脆弱性の高い女性は生計手段へのアクセスが非常に限られていること、また COVID-19 の影響によりこれまで以

上に収入を得ることが非常に困難な状況から、女性に対する経済的エンパワメントと自らの力による生活再建を目的とし

た国内避難民とホストコミュニティの社会的融和にも寄与する生計向上支援を行う。 

 

41 OCHA, 2021 Humanitarian Needs Overview: Syrian Arab Republic, May 2021, P.72 
42 OCHA, 2021 Humanitarian Needs Overview: Syrian Arab Republic, May 2021, P.26 
43 OCHA, 2021 Humanitarian Needs Overview: Syrian Arab Republic, May 2021, P.35 
44 UNHCR, Syrian Arab Republic: Disability Prevalence and Impact - IDP Report Series Fall 2020, April 2021, P.3 
45 UNHCR, Syrian Arab Republic: Disability Prevalence and Impact - IDP Report Series Fall 2020, April 2021, P.4 
46 OCHA, 2021 Humanitarian Needs Overview: Syrian Arab Republic, May 2021, P.63 
47 ACAPS, Syrian Arab Republic 2021 Needs and Response Summary, February 2021, P.10 
48 OCHA, Syrian Arab Republic Recent Developments in Northwest Syria Situation Report No.26 -As of 26 March 2021, March 2021, P.7 
49 OCHA, Syrian Arab Republic 2021 Needs and Response Summary, March 2021, P 27 
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7.2 シリア北東部                                                           

シリア北東部では北西部と比較して国内避難民の移動は少ないものの、国際支援のアクセスが他地域よりも限定的で

ある。他地域では国際支援へのアクセスがないコミュニティの割合は 46%であるのに比べ、北東部では 75%にも上ってい

る。そのため、北東部の 97%のコミュニティは生活必需品へのアクセスが限られており、食料不足に対応するためにほとんど

の人々が借金や海外からの送金に依存している。2021年 3 月に COVID-19感染者数が急増し、ロックダウンが敷か

れ、ますます経済がひっ迫する中、64%のコミュニティで児童労働や児童婚が確認されている他、少なくとも 37%の学齢期

にある子どもたちが学校に通っていない50等、子どもたちがリスクにさらされる割合がますます高まってきている。子どもたち

のリスクを早急に緩和するためにも、食料支援と教育へのアクセス改善のための支援が求められている。 

 

活動方針・支援計画 

[食料安全保障(Food Security)セクター] 

食料不足が全国的な問題となっているが、北東部はシリアの中でも最も食料不安に置かれている人々の割合が高い

地域であり、デリゾール県 73.2%、ラッカ県 65.8%、ハサカ県 59.8%もの人々が食料不安に陥っている51。特にデリゾール県

の人々は、2019 年 9 月以降、1 日 2食の生活を余儀なくされている。また、ハサカ県では砂糖や食物油などの食材の

入手が困難となっている他、デリゾール県では全く入手できない状態となっている。このような状況に対応するため、JPF

ではコミュニティや学校で食料配布を行い、人々の生命と尊厳の維持に貢献する。 

 

［教育 (Education)セクター] 

 食料不足によって、通学にかかる交通費が負担となって通学を断念せざるを得ない子どもたちが増加していることに加

えて、世帯収入を増やすために子どもたちが児童労働を余儀なくされている他、デリゾール県やハサカ県では児童婚が

25%も増加している52。また、武装勢力からの勧誘といったリスクにもさらされている。加えて、COVID-19感染拡大に伴う

学校の一時休校措置は、2020 年 12 月以降は行われていないものの、感染拡大を懸念して学校に通う子どもの数が

減少し、例えばデリゾール県では、COVID-19の影響で子どもの教育への関心が減少したと回答した人々は 79%に達し

53、教育がますますなおざりにされつつある。このため、JPF では子どもたちのさらされているリスク緩和を目標に、教育への

アクセス改善に向けた活動をフォーマル、ノンフォーマルを問わず行う。
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及ぼすことが懸念される57。さらに感染拡大初期に、移動規制や一部地域ではロックダウン措置が講じられたことで、特に

女性や子どもに対する家庭内暴力やジェンダーに基づく暴力（Gender Based Violence: GBV）の増加が報告された58ほ

か、学校の閉鎖や授業時間の短縮、また家庭の経済状況の悪化や劣悪なインフラ環境によって子どもの学習機会が失

われ、退学のリスクも高まっている59。 

 世界的な COVID-19 感染拡大、またそれ以前から続く周辺国の経済危機により、シリア国内の経済状況は悪化の

一途を辿っている。現地通貨シリア・ポンドは一時 1 ドル 4,000 シリア・ポンドまで下落60し、2021年 4月 15日、シリア

中央銀行がシリア・ポンド対米ドルのレートを 1,256SYP/USD から 2,512SYP/USD に引き上げた61。燃料や種子価格

の高騰、輸入化学肥料の不足は農業や畜産業に影響を与え62、失業や物価の高騰によって、食料や日用品、医薬品

をはじめ人々の購買力は落ち、人々は食事の回数や量を減らす、低品質の食材を買うなどの対応を強いられている63。

加えて、国連は 2021年も気候変動による干ばつ、洪水、森林火災の発生リスクとそれによる農業生産の減少、食料

危機や水不足を警告している6465。ハマ県、ダルアー県、アレッポ県、またダマスカス県およびダマスカス郊外県などでは、

人々の生活状況はさらに悪化し、急性および慢性の栄養失調の増加など、長期的で深刻な影響が生じる可能性があ

る6667。 

 以上の背景から、生命維持に必要な食料支援、また中長期的に食料安全保障を支援する農業支援のほか、

COVID-19感染拡大も相まって需要が増えている感染予防に必要な水・衛生支援、また教育や心理社会的支援など

が求められている。 

 

活動方針・支援計画 

[食料安全保障と農業(Food Security and Agriculture)セクター] 

シリアの食料事情は改善の兆しが見られず、現在のシリア国内人口の約 70%を占める約 1,420万人が食料もしくは

農業支援を必要としており、その内約 1,240 万人は食料を十分に摂取できていない68。シリアの社会経済は今後も改善

には程遠く、特に輸入品の米、小麦、油、砂糖等の食品の物価上昇による食料事情の悪化および失業の増加による

生計全体の悪化が予想される69。シリア国内における小麦の生産状況は改善傾向にあるが、依然として、国内すべての

需要を満たすほどの生産量には至っていない。その不足分を輸入に頼ることによりシリアの経済状況は圧迫され、食料事

情のさらなる悪化を招くと予想される70。政府は農業セクターにおいて、種や肥料等の値段の上昇を考慮し、補助金を

出し支援しているが、農家のニーズを満たしてはいない状況である。さらに COVID-19感染拡大は、種や肥料等の輸入

や農作物の輸出のサプライチェーンに影響が及んでいる71。 

57 OCHA, Syria Arab Republic: COVID-19 Humanitarian Update No. 25 As of 5 April 2021, April 2021, P.2 
58 OCHA, 2021 Humanitarian Needs Overview: Syrian Arab Republic, March 2021, P.17 
59 OCHA, 2021 Humanitarian Needs Overview: Syrian Arab Republic, March 2021, P.67-68 
60 OCHA, 2021 Humanitarian Needs Overview: Syrian Arab Republic, March 2021, P.22 
61 WFP, Syria Country Brief, April 2021, p.1 
62 OCHA, 2021 Humanitarian Needs Overview: Syrian Arab Republic, March 2021, P.20 
63 OCHA, 2021 Humanitarian Needs Overview: Syrian Arab Republic, March 2021, P.26, 72-73 
64 OCHA, 2021 Humanitarian Needs Overview: Syrian Arab Republic, March 2021, P.12 
65 ECHO, Syria, Iraq – DG ECHO Daily Map, May 2021 
66 OCHA, Syrian Arab Republic: COVID-19 Humanitarian Update No. 22 As of 23 December 2020, 23 Dec. 2020, P.3 
67 OCHA, 2021 Humanitarian Needs Overview: Syrian Arab Republic, March 2021, P.72 
68 OCHA, 2021 Humanitarian Needs Overview: Syrian Arab Republic, March 2021, P.70 
69 OCHA, 2021 Humanitarian Needs Overview: Syrian Arab Republic, March 2021, P.73 
70 OCHA, 2021 Humanitarian Needs Overview: Syrian Arab Republic, March 2021, P.73 
71 FAO, Agriculture Input and Commodity Bulletin March 2021, March 2021, P.2 
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このような状況に対応するため、JPF ではシリア国内において特に脆弱な状況に置かれている国内避難民や帰還民、

地域の人々に対し、喫緊のニーズである食料の配布、食料生産支援を行い、人々の生命維持と感染予防に寄与す

る。 

 

[水・衛生(Water, Sanitation, and Hygiene)セクター] 

COVID-19感染予防の徹底が求められる中で、給水インフラ整備の不足から安全な水へのアクセスは限られ、現地

の市場には衛生用品が売られているものの、物価の高騰と経済的困窮による人々の購買力の低下が課題となってい

る。国連によれば、経済的困窮で衛生用品を買うことが難しい人々の数は 640万人に上り、特に手指消毒液やシャン

プー、洗剤などの購入が困難であると報告された72。また感染予防に関する知識の低さも課題となっている。2020 年 10

月、国連は COVID-19 に対する社会経済的支援を実施するためのフレームワークを立ち上げ、感染拡大前から続く人

道危機に対する支援の継続と補完的な保健支援の実施を呼びかけている。2021年度も継続してニーズが高いとされる

水・衛生分野では、国内避難民、難民、ホストコミュニティなど特に脆弱性の高い人々に対し、生命維持に必要な支援

と共に、感染予防と感染予防啓発支援の必要性を踏まえ73、衛生用品キット配布や感染症予防知識の周知などの活

動を通して寄与する。 

 

 

 

[教育(Education)セクター]  

シリア危機による学校の損壊や閉鎖、長期にわたる避難生活に加えて、COVID-19 感染拡大による学校の閉鎖や

授業時間の短縮、また昨今の経済状況悪化などにより、2020年に学校に行けていない子どもの数は 245 万人に上っ

た。2021年には子どもの 97%にあたる 690万人が何らかの教育支援を必要としているとされ、シリア南部やダマスカス郊

外県などでは、児童労働や早婚のリスクから子どもたちを守るという観点からも早急な教育支援の実施が求められている

74。様々な背景により教育へのアクセスが絶たれている子どもたちに、子どもの保護の視点も組み込み、年齢・性別に合

った学習環境を提供し、教育へのアクセスを改善することを目指す。また、必要に応じ教育関連施設の修繕、教員研

修、学習資機材の配布等を行い、学校が継続して運営できるよう支援する。 

 

[保護(Protection)セクター] 

社会経済状況の悪化や蔓延する貧困、生計手段の欠如や喪失等は、個人やコミュニティの対応能力を衰退させ、

大きな心理的苦痛を生み出している。特に女性や子ども（とりわけ思春期の少年・少女）、高齢者、障害者、パレスチナ

難民等の脆弱性の高い状況に置かれている人々やグループに対する影響は大きい。また、COVID-19感染拡大による

移動制限で、これまでの保護の支援が中断され、支援を拡大できなくなり、人々をさらに脆弱な状況に追いやり、家庭

内での女性や子どもへの暴力も増加している75。2020年 7月の国連パレスチナ難民救済事業機関（UNRWA）の調査

では、シリアのパレスチナ難民世帯のほぼ半数で GBVの増加傾向が見られた76。また、2020 年第 1 四半期から第 3

四半期に UNRWA へ報告された GBV例の 87%は女性・女児に対するものであり、COVID-19の蔓延に伴い、第 2四

半期・第 3四半期でその数が増加した77。専門的な保護サービスの中断は、被害者の苦痛の増大や、GBV と子どもの
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75 OCHA, 2021 Humanitarian Needs Overview: Syrian Arab Republic, March 2021, P.56 
76 OCHA, 2021 Humanitarian Needs Overview: Syrian Arab Republic, March 2021, P.43 
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保護のリスクの増加につながり、これまでのニーズの深刻さをさらに悪化させる可能性がある。これらの保護ニーズへの対

応や心理社会的分野での支援が求められる。 

 

 

 


